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・子ども部会（Ｐ１～５） 
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平成 28年度 第３回熊本市障がい者自立支援協議会 

子ども部会報告 

 

 

【平成 28年度の活動状況】 

開催月 活 動 内 容 

１２月 

（１）総合支援法改正（平成３０年度）の概要について 

（２）自立支援協議会本会議報告 

（３）放課後等デイサービス要望書に対する市回答書検討 

1月 
（１）地域発達支援ネットワークについて 

（２）放課後等デイサービス要望書に対する市回答書検討 

2月 （１）事例検討 

 

 平成３０年度に改正が予定されている総合支援法の障がい児に関する部分につい

てのミニ研修や、北部・東部・南部に発足している地域発達支援ネットワークについ

て参加者より活動状況や今後の課題について報告を行い、部会内で意見交換を行った。 

 また、放課後等デイサービスの子ども部会提案書に対する市回答書に対する部会の

意見をまとめたので、別紙のとおり本会議へも報告する。 

 

【今後の予定】 

開催月 活 動 内 容 

3月 
（１）事例検討 

（２）次年度の活動内容について 

  

 



熊本市における放課後等デイサービスに関する提案書に対する市回答への子ども部会意見

提案内容 市回答 子ども部会意見

熊本市全体の支援の質の向上を図る
観点から、事業所間の情報共有や連携
を図る「放課後等デイサービス連絡会
議（仮称）」を設置して欲しい。また、運
営の際には、情報提供等の必要な支援
に取り組んでいただきたい。

 平成27年度に、市内の放課後等デイサービ
ス事業所の情報共有の場をして、サークルを
発足されたと聞いている。会議の活動目的が
事業所間での情報共有や連携・協力・協同を
図る等であることから、本市としては、新規に
立ち上げた事業所等にサークルについて紹介
する等し、協力していきたいと考えている。

事業所の特徴を生かした運営には柔軟
性をもたせつつ、障がいへの理解・知
識・技術面で、一定の水準を満たす職
員が増えるよう、研修の機会を提供して
いただきたい。

　予算措置が必要となる研修の実施について
すぐに対応が困難であるため、引き続き、県等
他団体から研修の案内があった場合には、各
事業所へ随時情報提供をしていく。

保護者等のニーズを把握したうえで、地
域格差が広がらないよう、今後の事業
所指定に配慮をお願いしたい。

　平成28年9月1日現在の放課後等デイサービ
スの事業所数を地域別に見ると、中央区19箇
所、東区15箇所、西区10箇所、南区9箇所、北
区13箇所となっており、各区に事業所が増え
てきたところである。
従前から、事業所の新規指定の相談があった
場合には、事業所情報を提供するとともに、地
域格差が広がらないように配慮してきたところ
であるが、今後も引き続き配慮を続けていく。

事業所に対し、送迎の実施を促してい
ただきたい。

　また送迎に関しても、事業所の新規指定の
相談の際には実施を促してきたところである
が、今後も継続して行っていきたい。

項目

１　支援に携わる職員の
専門性の向上

（１）適正な
事業所配置
の促進と、
地域格差の
是正

２　必要とす
る支援を受
けることが
できるため
の体制整備

　有志による自主サークルも発足している
が、あくまで自主的な参加となっており、事業
所全体の療育の質や職員のスキルの底上げ
をどうしていくのか課題が多い。行政が実施
主体となり、初任者研修、○年後研修、情報
共有会議等を行ってほしい。併せて事業所職
員が参加しやすいような、研修開催日の検討
も必要である。
　身近な地域の施設長を講師として招聘する
など、予算措置を必要としない研修の継続開
催を要望する。

　地域の範囲が広く送迎に時間がかかる等
の理由から、各区の事業所数に地域格差が
見られる。子どもの負担を減らすという観点
からも、サービス利用の実態把握（サービス
利用時間や移動時間等）をし、事業所と連携
を取りながら、地域格差の解消をしてほしい。



提案内容 市回答 子ども部会意見項目

（２）支給決
定方法の見
直し

２３日（最大量）決定という支給決定方
法を見直していただきたい。

　平成24年度より施行された障害児通所支援
については、当初より、支給決定量の増量希
望が複数件上がっていた。本市においては現
在申請から支給決定まで一定期間の時間を
要しているため、当該増量申請を行ったとして
も、即座に利用者の希望する支給時間を得る
ことが困難であった。そのため、２６年度末に、
原則、支給量上限である月23日の支給を行
い、希望がある場合はその範囲内で支給量を
調整する取扱とした。
　事業者においては、利用者の利用調整につ
いてご理解とご協力をお願いしたい。
なお、障害福祉サービスの日中活動系につい
ても基本的には当該月－8日を基本的な支給
量として扱っている。

　相談支援事業所で利用者に真に必要な受
給量を設定し、計画書を作成しているが、保
護者が相談支援事業所への相談(連絡)なし
にサービス事業者や受給量の変更をされ、
事後に知らされる場合がある。保護者及び
サービス事業所に対して、変更が生じた場合
は必ず相談支援事業所に連絡するよう指導
を徹底してほしい。
 併せて、窓口担当職員や聞き取りをする相
談員は、保護者へ適切な情報提供や対応を
していただくよう要望する。

（３）経済的
支援につい
て

報酬単価の積み増しを検討いただきた
い。

　今般、平成27年度の報酬改定において、障
害児支援については、特に支援の質を確保し
つつ、家族等に対する相談援助や関係機関と
の連携の強化、重症心身障がい児に対する支
援の充実が図られたところである。
　予算措置が必要となる市独自の加算制度に
ついてすぐには対応が困難であるため、引き
続き、今後も国の動向を見守っていく。

　事業所が正当な評価・報酬を受けられるよ
う、他都市の制度等も参考に、市独自の加算
制度の検討を引き続き要望する。

２　必要とす
る支援を受
けることが
できるため
の体制整備



提案内容 市回答 子ども部会意見項目

２　必要とす
る支援を受
けることが
できるため
の体制整備

（４）重度の
障がいのあ
る児童への
対応につい
て

本市における放課後等デイサービス事業所の
中で、主として重症心身障がい児を対象とする
ところは、平成28年9月1日現在、４箇所指定し
ている。
前述のとおり、平成27年度の報酬改定におい
て、重症心身障がい児に対する支援の充実が
図られたところであり、今後も引き続き、事業
所の新規指定の相談があった場合には、医療
的ケアが必要な児童や重症心身障がい児に
対応した事業所の増加に配慮していく。

本年度の新規事業として、身近な医療機関で
ある診療所が、新たに医療型短期入所事業を
実施した場合、規定の人員を超える職員体制
を採っている事業所に対し、人件費の一部に
ついて助成を行なうことで、新規参入を促すな
どの事業を実施している。
また、重症心身障がい児等への支援は医療・
保健・福祉と多岐にわたっていることを踏ま
え、支援に直接携わる相談支援専門員や看護
職員の研修会の開催ほか、ネットワーク会議
を実施する等、関係者への理解の促進や連携
体制を構築する事業を実施する予定である。

　医療的ケアを必要とする児童や重症心身
障がい児を支援していくためには、今後対象
者がどれだけ増えていくかのシミュレーション
をもとに計画（グランドデザイン）を作っていく
ことが重要である。
　毎年、どれだけの重症心身障がい児が生ま
れ、どのくらいの割合で医療的ケアが必要に
なるのか等の実態調査を要望する。

医療的ケア（医療行為）が必要な児童
や、重症心身障がい児に対応した事業
所の増加のために必要な支援をお願い
したい。



提案内容 市回答 子ども部会意見項目

本来の制度の趣旨を事業者及び利用
者に周知して欲しい。

今般、放課後等デイサービスの支援の質の向
上を図るため、国が「放課後等デイサービスガ
イドライン」を定めたところである。
本市も、指定通所支援事業所全体に当該ガイ
ドラインを周知するとともに、事業所指定の相
談の際、また集団指導や実地指導等の機会
や周知メールやホームページへの掲載を通じ
て、本来の制度、趣旨を周知してきたところで
ある。
また、利用者に対しても、区役所に申請手続き
等行う際にサービス内容を説明させて頂いて
いるところである。
本市においても引き続き、放課後等デイサー
ビスの制度の趣旨を周知していくつもりである
が、事業者においても見学の際などに必要な
説明等お願いする。

　事業所指定や実地指導の際の説明のほ
か、ガイドライン研修を開催するなど、事業所
ごとの質の確保に努めてほしい。
　また、療育内容や研修参加の有無など、
サービスの質の部分についても監査・指導を
お願いしたい。

報告書や請求事務に追われ、子どもに
接する時間が削られる。報告内容など
の簡素化を検討していただきたい。

　本市においては、運営上必要となる様式な
ど、可能な限り事業者の事務の簡素化も含め
お示しさせて頂いているところ。行政として協
力できる部分（制度説明・様式作成）について
は努めさせていただくが、支援記録の記載な
ど、本来事業所として必要な事項については
工夫して十分な対応をしていただくようお願い
する。

　請求についてはソフトの導入により簡素化
されたが、事業所併用による上限管理や報
告書類の作成に相当の時間と手間を要す
る。今後の対応として、十分な人的配置の設
定や事務の簡素化をお願いしたい。

　サービスの提供にあたり、学校と各事
業所が連携することができるよう、市の
障がい福祉部門と教育部門が連携して
欲しい。

　平成２７年度、教育委員会が実施した事業
（笑顔いきいき特別支援教育推進事業）におい
て、放課後等デイサービスの取り組みを説明
した。
　今後も引き続き、連携を図っていきたい。

　引き続き要望する。
５　教育部門との連携に
ついて

３　放課後等デイサービ
スに期待される役割につ
いて

４　事業所の事務負担軽
減について
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平成２９年２月１７日 

 

平成２８年度 第３回熊本市障がい者自立支援協議会 就労部会報告 

 

今年度の取り組みについて 

今年度は、「企業巻き込み班」、「福祉行政設班」、「当事者対話班」、「広報システム班」の４班に再編成し

ました。第１回目の部会の際に参加者に希望する班に分かれていただき、各班の年間目標と具体的な実施計

画を検討するとともにリーダー・サブリーダーの選任を行いました。地震のため、5月の部会は開催できま

せんでしたが、第２回目となる 6 月より部会を再開し、作業をスタートしています。また、運営委員会で

ミニ研修を企画し、第４回目の部会より開催しています。 

 

【各作業班の目標・計画（案）】 

企業巻き込み班 ＊熊本市と協力し障がい者サポーター企業を増やす 

ⅰ）「しごといくＶｏｌ．５」の制作 

ⅱ）就労フェアにてサポート企業・団体認定交付表彰式と企業セミナーを開催 

          

福祉・行政施設班 ＊販売会・研修会の開催 

ⅰ）熊本市とはーとアラウンドくまもととの連携による販売会（おとなりマルシェ）を

開催 

ⅱ）就労フェアで販売会・商談会を開催 

 

当 事 者 対 話 班 ＊当事者主体の活動を実施 

ⅰ）冊子の作成（当事者視点のミニコミ誌） 

         ⅱ）おでかけふらっと（当事者視点での福祉事業所巡りと取材） 

         ⅲ）夕方ふらっと（交流会） 

         ⅳ）就労フェアで当事者との対話型セミナーを開催 

 

広報システム班 ＊就労部会と就労フェアの周知活動 

ⅰ）就労部会のホームページの整備・周知活動 

ⅱ）就労フェアの広報活動       

ⅲ）施設プラグの改良・周知活動 

 

全体的な取組について  

＊就労フェアの開催 

・開催日時：2月 10日（金）／ 会場：びぷれす広場・熊本市現代美術館アートロフト 

 ・内容：研修会（企業セミナー、当事者との対話型セミナー）／販売会・商談会の開催 

 

運営委員会の設置 

 各班のリーダー・サブリーダー、事務局である障がい保健福祉課とくまもと障がい者ワーク・ライフサポ

ートセンター縁で構成された運営委員会を設置しております。昨年度に引き続き、運営委員会を中心に就労

部会の状況に合わせたミニ研修を企画し、開催していくこととなりました。 
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平成 29年 2月 17日 

熊本市障がい者自立支援協議会資料 

 

 

平成２８年度 第３回熊本市障がい者自立支援協議会 

相談支援部会報告 

 

 

１．今年度の開催状況 

  

４月 ・・地震の影響により中止                       

５月 ・・同上 

６月 ・・第 1回 戸別訪問に参加  

７月 ・・第 2回 地震対応状況等の熊本市からの報告 情報の共有等  

８月 ・・第 3回 グループワークにて震災後の対応状況、今後の対応について協議 

９月 ・・会場確保が出来ず中止 コアメンバー会議のみを行い今後のスケジュール調整 

１０月 ・・第 4回 班別検討（通常の部会運営） 

１１月 ・・第 5回 同上 

１２月 ・・第 6回  同上                   

１月 ・・第 7回 

  ①各区のインフォーマルサービス情報の集約、確認（グループワーク） 

②事例検討：発達障がい児・者の地域生活を送るためのサービス等利用計画を

作成するにあたって 

 

開催場所： 大江公民館、熊本市役所別館駐輪場、ウェルパル等 

 

開催日時： 毎月第３水曜 

15:00～15:30 コアメンバー会議 

15:30～15:45 開会挨拶、インフォメーション 

       15:45～16:45 各班作業 

       16:45～17:00 進捗状況報告、閉会 

 

参加者 ： 主として熊本市の委託相談支援事業所、指定相談支援事業所、行政職員 
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２．今年度の班別作業について 

 

① インフォメーション・アップデート班 

・各区のインフォーマルサービス情報の集約、確認（全体のグループワークで整理。後日

全体で共有。） 

・ささえりあ等、高齢者支援事業者よりインフォーマルサービス情報を収集 

・収集した情報の共有方法の検討（インターネット上でのリアルタイムな更新等） 

 

② ガイドライン班 

・モニタリングの実情、相談支援事業所の運営に対するアンケートを実施 

 ＜目的＞ 支援の実情に応じたモニタリング回数算定のための根拠の収集。 

       必要な支援を提供して事業所としてきちんと成立できるようにする。 

 

③ 計画見直し班 

・セルフプラン導入についての検討を予定していたが、震災の影響により予定変更。 

現在使用するサービス等利用計画作成様式の見直しを行う。 

＜目的＞ 従来様式には内容の重複や表記の分かりづらさがある。市や法令上省略でき

ないものを抽出、簡略化する事で、相談員の事務作業のコストを削減し、対象

者への直接的な相談支援時間の増加、新規の受け入れが出来る態勢の整備を目

指す。 

 

④ 事例検討班 

・1月に事例検討実施（2月にまとめ予定。）。 

従来のように架空の事例を作成する形ではなく、班で定めた事例検討テーマに沿って、

新たなフォーマットを使用した事例検討を全体で行った。 

具体的には、 

①テーマに基づき、「困ったこと」「あったらいいな、できたらいいな」「その他」の 

項目に沿ってグループに分かれ事例検討を行う。 

②全体発表により共有する。 
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平成 29年 2月 17日 

 

平成 28年度 第 3回熊本市障がい者自立支援協議会 

精神障がい者地域移行支援部会（障がい者自立生活体制検討会）報告 

 

【今年度の取り組み】 

 熊本地震の影響により、今年度は 6月から開始。研修、実践報告、意向調査の結果に関する意見

交換等を実施した。 

 

 主な活動内容 

5月 中止 

6月 事業説明、震災後の情報交換 

7月 中止 

8月 普及啓発研修「地域移行の基盤づくり、事例紹介と地域移行のポイント説明」 

9月 
ピアサポートの活用に関する実践報告（医療機関からの報告） 

区毎のロードマップの進捗報告 

10月 普及啓発研修「退院にあたって考えるべきこと～地域の事業所から考える～」 

11月 ピアサポートの活用に関する実践報告（ピアサポーターからの報告） 

12月 「長期入院精神障がい者の地域移行に関する意向調査」の結果分析のための 

意見交換 

（医療機関と地域関係者にわかれてグループワークを実施） 1月 

2月 
地域相談支援（個別給付）の利用状況に関する情報交換 

区毎のロードマップの進捗確認 

3月 今年度の活動の振り返り、次年度の計画 

 

【平成 29年度の予定】 

 ○「長期入院精神障がい者の地域移行に関する意向調査」結果の考察等をふまえ 3月部会にて具

体的な取り組み内容を検討する。 

  （制度啓発のためのツールの検討、マニュアルの作成、事例検討、実践報告等） 

 


